
 

 

 

農林水産
業

鉱業・採石
業・砂利採
取業

建設業 製造業
電気・ガ
ス・熱供
給・水道業

情報通信
業・運輸業

卸売・小売
業

金融・保険
業

不動産業・
物品貸借
業

飲食店・宿
泊業

医療・福祉 教育
その他
サービス
業

その他 無回答

16 0 0 0 1 2 0 4 0 0 1 1 0 3 2 2

100% 0.0% 0.0% 0.0% 6.3% 12.5% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0% 6.3% 6.3% 0.0% 18.8% 12.5% 12.5%

Q1_3

全体

事業内容（ＳＡ）

製造業, 

6.3%

電気・ガス・熱供給・

水道業, 

12.5%

卸売・小売業, 

25.0%

飲食店・宿泊業, 

6.3%

医療・福祉, 

6.3%

その他サービス業, 

18.8%

その他, 

12.5%

無回答, 

12.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

工場 事務所 店舗 研究所 その他 無回答

18 4 3 6 0 2 3

100% 22.2% 16.7% 33.3% 0.0% 11.1% 16.7%

Q1_4

全体

事業所形態（ＳＡ）

工場, 

22.2%
事務所, 

16.7%

店舗, 

33.3%

その他, 

11.1%

無回答,

16.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



 

１～４人 ５～９人 １０～１９人 ２０～２９人 ３０～４９人 ５０～９９人
１００～２９９
人

３００～４９９
人

５００人以上 無回答

16 4 4 1 1 2 1 1 2 0 0

100% 25.0% 25.0% 6.3% 6.3% 12.5% 6.3% 6.3% 12.5% 0.0% 0.0%

Q1_5

全体

従業員人数（ＳＡ）

１～４人, 

25.0%

５～９人, 

25.0%

１０～１９人, 

6.3%

２０～２９人, 

6.3%

３０～４９人, 

12.5%

５０～９９人, 

6.3%

１００～２９９人, 

6.3%

３００～４９９人, 

12.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



 

環境への配慮
は社会的責任
であり、必要
不可欠である

環境への配慮
と経済効果が
両立する対策
（省エネ等）に
重点的に取り
組むべきであ
る

会社のイメー
ジ向上のた
め、積極的に
取り組むべき
である

法や条例など
で義務化され
ているため、
取り組まざる
を得ない

必要ではある
が、営業面へ
のメリットがな
く費用をかけ
てまで取り組
む必要はない

地球温暖化の
影響を実感で
きないため取
り組みの必要
性を感じない

本事業所には
全く関係ない
と考えている

特に必要はな
い

どのような事
をすべきかわ
からない

その他 無回答

16 5 8 1 0 1 0 0 0 1 0 0

100% 31.3% 50.0% 6.3% 0.0% 6.3% 0.0% 0.0% 0.0% 6.3% 0.0% 0.0%

Q2

全体

貴事業所では、再生可能エネルギーや省エネルギーなどに関する取組についてどのように考えていますか。（ＳＡ）

環境への配慮は社会的責任であ

り、必要不可欠である, 

31.3%

環境への配慮と経済効果が両立す

る対策（省エネ等）に重点的に取り

組むべきである, 

50.0%

会社のイメージ向上のため、積

極的に取り組むべきである, 

6.3%

必要ではあるが、営業面への

メリットがなく費用をかけてま

で取り組む必要はない, 

6.3%

どのような事をすべき

かわからない, 

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



導入済 予定有 予定無 該当無 無回答

16 2 2 8 4 0

100% 12.5% 12.5% 50.0% 25.0% 0.0%

16 0 0 9 6 1

100% 0.0% 0.0% 56.3% 37.5% 6.3%

16 0 0 9 6 1

100% 0.0% 0.0% 56.3% 37.5% 6.3%

16 1 1 7 6 1

100% 6.3% 6.3% 43.8% 37.5% 6.3%

16 0 0 9 6 1

100% 0.0% 0.0% 56.3% 37.5% 6.3%

16 2 0 6 7 1

100% 12.5% 0.0% 37.5% 43.8% 6.3%

16 0 1 9 5 1

100% 0.0% 6.3% 56.3% 31.3% 6.3%

16 0 0 9 6 1

100% 0.0% 0.0% 56.3% 37.5% 6.3%

16 2 0 7 6 1

100% 12.5% 0.0% 43.8% 37.5% 6.3%

16 7 0 7 2 0

100% 43.8% 0.0% 43.8% 12.5% 0.0%

16 2 0 9 4 1

100% 12.5% 0.0% 56.3% 25.0% 6.3%

16 0 0 11 4 1

100% 0.0% 0.0% 68.8% 25.0% 6.3%

16 0 0 11 4 1

100% 0.0% 0.0% 68.8% 25.0% 6.3%

バイオマス燃料

Q3_1

貴事業所での、以下に示した再生可能エネルギーや省エネルギーの導入状況に
ついてあてはまるものを１つ選びください。下記以外の対策を導入または予定して
いる場合にはその他欄に具体的な内容等をご記入ください。

太陽光発電

小水力発電

風力
発電

次世代自動車

建物のZEB化

高性能断熱素材等
の省エネ建材

コジェネレーション

熱利用の促進

蓄電池

水素エネルギー

エネルギーマネジ
メントシステム

省エネタイプの設
備・機器



3-1-1  

導入済, 

12.5%

予定有, 

12.5%

予定無,

50.0%

該当無, 

25.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

予定無,

56.3%

該当無, 

37.5%

無回答, 

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

予定無,

56.3%

該当無, 

37.5%

無回答, 

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



導入済,

6.3%

予定有, 

6.3%

予定無,

43.8%

該当無, 

37.5%

無回答, 

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

予定無,

56.3%

該当無, 

37.5%

無回答, 

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

導入済, 

12.5%

予定無,

37.5%

該当無, 

43.8%

無回答, 

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



予定有, 

6.3%

予定無,

56.3%

該当無, 

31.3%

無回答, 

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

予定無,

56.3%

該当無, 

37.5%

無回答, 

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

導入済, 

12.5%

予定無,

43.8%

該当無, 

37.5%

無回答, 

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



 

導入済, 

43.8%

予定無,

43.8%

該当無, 

12.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

導入済, 

12.5%

予定無,

56.3%

該当無, 

25.0%

無回答, 

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

予定無,

68.8%

該当無, 

25.0%

無回答, 

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



予定無,

68.8%

該当無, 

25.0%

無回答, 

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平均 最小 最大

太陽光発電 3 令和6年度 令和4年度 令和7年度

小水力発電 0

風力発電 0

バイオマス燃料（木質バイオマス、
バイオフューエル等）

1

コージェネレーション
（熱電供給システム）

0

焼却熱利用の促進
（廃棄物発電・排熱利用）

0

蓄電池 1

水素エネルギー 0

エネルギーマネジメントシステム
（ＢＥＭＳ・ＦＥＭＳ等）

0

省エネタイプの設備・機器
（空調設備、その他電化製品）

2 令和2年度 令和元年度 令和2年度

次世代自動車（電気自動車、プラグ
インハイブリッド自動車、燃料電池
自動車）

0

建物のＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネル
ギー・ビル）化

0

高性能断熱材等の省エネ建材 0

令和6年度

令和7年度

導入予定年度
回答数



 

 

設備の性能がより向
上する

設備の価格がより安
価になる

設備のサイズや機能
等、ニーズに合う
様々なタイプの製品
が開発される

設備導入に対する現
行の補助制度が拡
充される

その他

16 5 10 6 8 2

- 31.3% 62.5% 37.5% 50.0% 12.5%

Q4

貴事業所で再生可能エネルギーや省エネルギーの導入について、どのような条件が揃えば導入したいと思い
ますか。（ＭＡ）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

設備導入に対する現行の補助制度が拡充さ
れる

設備のサイズや機能等、ニーズに合う様々な
タイプの製品が開発される

設備の価格がより安価になる

設備の性能がより向上する



把握しており、公表して
いる

把握しているが、公表し
ていない

把握していない 無回答

16 4 4 8 0

100% 25.0% 25.0% 50.0% 0.0%

Q5

全体

貴事業所の温室効果ガス排出量について把握・公表していますか。（ＳＡ）

把握しており、公表し

ている, 

25.0%

把握しているが、公

表していない,

25.0%

把握していない, 

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

エネルギー使用
量を把握していな
い

知識を有する従
業員がいない

必要性がない 時間がない その他 無回答

8 1 4 2 1 0 0

100% 12.5% 50.0% 25.0% 12.5% 0.0% 0.0%

Q6

全体

貴事業所の温室効果ガス排出量について把握していない理由は何ですか。（ＳＡ）

エネルギー使用量を把

握していない, 

12.5%

知識を有する従業員が

いない, 

50.0%

必要性がない,

25.0%

時間がない, 

12.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



 

事業所として設け
ている

会社として設けて
いる

同業種団体のも
のを適用している

今後設ける予定
（１～２年以内）で
ある

設ける予定はな
い

わからない 無回答

16 0 4 2 1 6 3 0

100% 0.0% 25.0% 12.5% 6.3% 37.5% 18.8% 0.0%

Q7

全体

貴事業所では地球温暖化防止につながる自主行動計画やガイドラインを設けていますか。（ＳＡ）

会社として設けている, 25.0%

同業種団体のもの

を適用している, 

12.5%

今後設ける予定（１～２年以

内）である, 6.3%

設ける予定はない,

37.5%

わからない, 

18.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない 無回答

16 6 10 0

100% 37.5% 62.5% 0.0%

Q8

全体

貴事業所で地球温暖化防止への取り組みに関する社内の管理体制がありますか。（ＳＡ）

ある, 

37.5%

ない, 

62.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



  

地球温暖化対
策等に関する
専門部署、担
当者を設置して
いる

日々の事業活
動に伴うエネル
ギー使用量や
管理状況を記
録している

温室効果ガス
やエネルギー、
廃棄物の削減
などについて目
標を定めてい
る

経団連及び各
業界の自主行
動計画に基づ
いて取り組みを
実施している

環境報告書等
を作成し、公表
している

環境マネジメン
トシステム（ＩＳ０
１４００１、エコ
アクション２１
等）を構築し、
取り組んでいる

その他

6 2 6 2 2 0 1 1

- 33.3% 100% 33.3% 33.3% 0.0% 16.7% 16.7%

Q9

貴事業所で地球温暖化防止への取り組みに関する社内の管理体制について以下の中からお選びください。（ＭＡ）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

環境マネジメントシステム（ＩＳ０１４００１、エ

コアクション２１等）を構築し、取り組んでいる

環境報告書等を作成し、公表している

経団連及び各業界の自主行動計画に基づ

いて取り組みを実施している

温室効果ガスやエネルギー、廃棄物の削減

などについて目標を定めている

日々の事業活動に伴うエネルギー使用量や

管理状況を記録している

地球温暖化対策等に関する専門部署、担当

者を設置している



設備投資
に伴う、予
算的な問題
がある

専門的な知
識を持つ人
材が不足し
ている

取組を実施
する人材が
不足してい
る

地球温暖
化防止に
関する情報
が少ない

地球温暖
化防止の
基準・行動
マニュアル
がないた
め、具体的
な目標が立
てにくい

取り組みに
よる効果が
不明なた
め、取り組
みづらい

サービスを
充実する面
から取り組
みが難しい

行政による
サポートが
少ない

その他

16 11 8 5 1 1 6 5 3 0

- 68.8% 50.0% 31.3% 6.3% 6.3% 37.5% 31.3% 18.8% 0.0%

Q10

貴事業所で地球温暖化防止に向けて、取り組みを実施する上で障害に感じていることは何ですか。（ＭＡ）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

行政によるサポートが少ない

サービスを充実する面から取り組みが難し
い

取り組みによる効果が不明なため、取り組
みづらい

地球温暖化防止の基準・行動マニュアルが
ないため、具体的な目標が立てにくい

地球温暖化防止に関する情報が少ない

取組を実施する人材が不足している

専門的な知識を持つ人材が不足している

設備投資に伴う、予算的な問題がある



 

ある ない 無回答

16 1 15 0

100% 6.3% 93.8% 0.0%

Q11

全体

貴事業所で地球温暖化対策に係る国、茨城県、かすみがうら市等の補助金を利用したことはありますか。（Ｓ
Ａ）

ある, 

6.3%

ない, 

93.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

どのような補助
金があるのか
わからない

補助金の申請
条件が厳しい

補助金の金額
が少ない

補助金の内容
と取組内容が
合致しない

申請手続きが
複雑

その他

15 11 0 2 4 3 1

- 73.3% 0.0% 13.3% 26.7% 20.0% 6.7%

Q12

利用していない理由は何ですか。（ＭＡ）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

申請手続きが複雑

補助金の内容と取組内容が合致しない

補助金の金額が少ない

補助金の申請条件が厳しい

どのような補助金があるのかわからない



  

発電 太陽熱 風力エ
ネル
ギー利
用

木質系 農産廃
棄物系

畜産廃
棄物系

下水汚
泥系

食品廃
棄物系

油脂系 中小水
力エネ
ルギー
利用

ＥＶ ＦＣＶ ＥＶスタ
ンド

水素 ＺＥＢ ＺＥＨ 地中熱 その他

16 4 3 1 0 1 0 3 3 1 0 4 0 1 0 0 0 0 0

- 25.0% 18.8% 6.3% 0.0% 6.3% 0.0% 18.8% 18.8% 6.3% 0.0% 25.0% 0.0% 6.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

かすみがうら市は脱炭素先行地域やバイオマス産業都市を目指しています（別紙参照）。貴事業所が協力・貢献できる取組はありますか。（ＭＡ）

Q13

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

地中熱
ＺＥＨ
ＺＥＢ
水素

ＥＶスタンド

ＦＣＶ
ＥＶ

中小水力エネルギー利用
油脂系

食品廃棄物系

下水汚泥系
畜産廃棄物系
農産廃棄物系

木質系
風力エネルギー利用

太陽熱
発電

ある ない 無回答

16 9 6 1

100% 56.3% 37.5% 6.3%

Q14

全体

かすみがうら市が脱炭素先行地域を目指す上で、貴事業所が市と連携できる可能性はありますか。（ＳＡ）

ある, 

56.3%

ない, 

37.5%

無回答, 

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



 

予算の問題がある 人材の問題がある 市の支援の問題があ
る

業務に余裕がない その他

15 8 9 4 9 0

- 53.3% 60.0% 26.7% 60.0% 0.0%

Q15

かすみがうら市と貴事業者が、連携して脱炭素先行地域を目指す上で、参画の障壁となることは何でしょうか。
（ＭＡ）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

業務に余裕がない

市の支援の問題がある

人材の問題がある

予算の問題がある



第3章 温室効果ガス排出量推計の考え方 

 



第4章 脱炭素シナリオの考え方 
 

全国の地中熱利用の目標

2020年 2030年 2050年

ベースシナリオ (PJ) 8.6 19.7 41.8

日本全体のポテンシャルと目標値

導入目標 導入率 導入目標 導入率

(GW) (GW) (%) (GW) (%)

住宅の屋根 167 34 20% 83.4 50%

住宅以外 288 13.5 5% 63.6 22%

土地系 1010 77.5 8% 153.3 15%

合計 1465 125 9% 300.3 20%

カテゴリー

環境省導入ﾎﾟﾃﾝ

ｼｬﾙ(全国)※1

2030年 2050年



 

 
 

 

 

 

 

電力
54%

燃料
46%

2020年

電力
70%

燃料
30%

2030年

電力
90%

燃料
10%

2050年

1               -0.1        -0.3    効率 
低 

効率 
高 



第5章 再生可能エネルギー導入ポテンシャル推計の詳細 
 

 

 

 



 

 



 



 



 

 

 



 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 



 

 

 



 

 

 



 

 



 



 

 

 



 

 



 

 

 

 



 



 

 

 



 

 

 



 



 

  


